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平成 28年３月４日 

各 位 

会 社 名 日本ドライケミカル株式会社 

代表者名 代表取締役社長 遠山 榮一 

 （コード：1909、東証第一部） 

問合せ先 執行役員 管理部門担当 亀井 正文 

 （TEL．０３－３５９９－９５００） 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 28 年３月４日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ヒューセック（以

下「ヒューセック」という。）を吸収合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。 

なお、本合併は、当社 100%出資の連結子会社を対象とする簡易合併のため、開示事項・内容を一部省略し

て開示しております。 

記 

 

１．合併の目的 

当社は、経営資源を一本化することにより組織運営の効率化をはかり、製品及びサービスの差別化に

よる収益基盤の強化に向けて、連結子会社であるヒューセックを吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取締役会決議日 平成 28年３月４日 

合併契約締結日 平成 28年３月４日 

合併予定日  平成 28年 10月１日 

※本合併は、当社において会社法第 796条第２項の規定に基づく簡易合併であり、ヒューセックにおい

ては会社法第 784条第１項に基づく略式合併であることから、それぞれ合併契約承認に関する株主総

会を開催いたしません。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式によるものとし、ヒューセックは解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

本合併による株式その他の金銭の割当てはありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 日本ドライケミカル株式会社 株式会社ヒューセック 

（２） 所 在 地 東京都港区台場二丁目３番１号 東京都港区台場二丁目３番１号 

（３） 代 表 者 の 役

職 ・ 氏 名 
代表取締役社長 遠山榮一 代表取締役社長 遠山榮一 

（４） 事 業 内 容 各種防災設備の設計･施工･保守点検、

消火器及び消防自動車の製造･販売 他 

自動火災報知設備の設計･施工･保守点

検及び製造･販売 他 

（５） 資 本 金 700,549,700円 100,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 30年４月 23日 昭和 60年２月 19日 

（７） 発行済株式数 3,590,906株 4,000株 

（８） 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 

（９） 大株主及び持

株 比 率 

(平成 28 年３

月４日現在) 

綜合警備保障株式会社    15.32％

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）      7.70％

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）        3.88％

株式会社初田製作所     2.78％

新日本空調株式会社     2.67％

沖電気工業株式会社     2.48％

株式会社吉谷機械製作所   2.23％

日本ドライケミカル取引先持株会   

              2.11％

株式会社東京エネシス    1.95％

堀江 豊          1.95％ 

日本ドライケミカル株式会社 100％ 

（10） 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 平成 27年３月期（連結） 平成 27年３月期（単体） 

 純 資 産 8,533百万円 967百万円 

 総 資 産 22,790百万円 2,715百万円 

 １株当たり純資産 2,573円 81銭 241,939円 

 売 上 高 30,418百万円 4,579百万円 

 営 業 利 益 1,568百万円 488百万円 

 経 常 利 益 1,566百万円 394百万円 

 当 期 純 利 益 1,050百万円 255百万円 

 
１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
316円 92銭 63,942円 

（注）大株主及び持株比率は平成 28 年２月５日付「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」に記載

した募集後の大株主順位（平成 27年９月 30日現在の株主名簿を基準とした推定）に基づき記載してお

ります。 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期についての変

更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の 100％連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

以上 


